
 

 

令和７年１０月 教育厚生委員会資料 

 

令和６年度長崎市一般会計歳入歳出決算 

【２款１項２３目 諸費のうち国・県支出金等返還金】 
 

目  次                                        ページ 

１ 原爆被爆者対策費返還金ほか（原爆被爆対策部） ······························ ２～４ 

２ 社会福祉費返還金ほか（福祉部） ············································ ５～７ 

３ 保健衛生費返還金（市民健康部） ············································ ８～９ 

４ 児童福祉費返還金ほか（こども部） ·········································· 10～17 

５ 社会福祉費返還金ほか（中央総合事務所・東総合事務所） ······················ 18～20 

 

 

原爆被爆対策部    こ ど も 部  

福 祉 部    中央総合事務所 

市 民 健 康 部    東総合事務所  

 

令和７年１０月 

-1-



１ 原爆被爆者対策費返還金ほか（原爆被爆対策部）

　（１） 国庫支出金返還金　 291,371,160 円

(単位：円)

交 付 額 確 定 額 差引返還額

款 項 款 項 Ａ Ｂ Ａ － Ｂ

183,088,740 167,371,184 15,717,556 援護課

171,447 133,181 38,266 援護課

183,260,187 167,504,365 15,755,822

総

務

費

総
務
管
理
費

34,876,033 33,442,102 1,433,931
被爆継承課
平和推進課

28,778,000 26,456,000 2,322,000
調査課
援護課

22,254,513 22,113,060 141,453 援護課

４ 原爆被爆者医療援護費
 （原爆被爆者特別支援費）

原爆被爆者保健福祉施設等整備事業
費補助金において、補助対象経費が
見込みを下回ったことなどによるも
の。

民

生

費

原
爆
被
爆
者
対
策
費

５ 原爆被爆者医療援護費
 （原爆被爆者保健相談費）

家庭訪問相談に係る船車券購入費が
見込みを下回ったことなどによるも
の。

国

庫

支

出

金

国

庫

補

助

金

３ 平和推進費

歳 出 事 項 名

国庫負担金　計

返　還　理　由

長崎原爆遺跡旧城山国民学校校舎展
示改修において、展示改修計画策定
委託料が見込みを下回ったことなど
によるもの。

国

庫

負

担

金

民

生

費

原
爆
被
爆
者
対
策
費

１ 原爆被爆者特別援護費
 （介護手当（扶助費分））

２ 原爆被爆者特別援護費
 （介護手当（事務費分））

家族介護手当の支給件数が見込みを
下回ったことなどによるもの。

歳入科目 歳出科目
所 管 課

介護手当支給申請に係る印刷製本費
が見込みを下回ったことなどによる
もの。
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交 付 額 確 定 額 差引返還額

款 項 款 項 Ａ Ｂ Ａ － Ｂ

861,856,004 847,305,003 14,551,001 援護課

4,000,000 0 4,000,000 援護課

1,499,680 633,552 866,128 援護課

529,624,641 518,950,769 10,673,872 援護課

2,855,148 2,469,362 385,786 調査課

2,086,596 2,184,418 ▲ 97,822 調査課

1,487,830,615 1,453,554,266 34,276,349

269,590,245 256,071,374 13,518,871 援護課

919,000,000 757,498,882 161,501,118 調査課

民

生

費

原

爆

被

爆

者

対

策

費

歳出科目

13 原爆被爆者医療援護費
 （長崎被爆体験者支援費）

民

生

費

所 管 課
歳入科目

サービス継続支援に係る補助金の交
付申請がなかったことによるもの。

返　還　理　由

委

託

金

８ 原爆被爆者保健福祉施設費
 （原爆被爆者短期入所生活介
   護費）

扶助費において、医療費単価が見込
みを下回ったことなどによるもの。

養護ホーム入所措置延人数が、死
亡・入院等により見込みを下回った
ことによるもの。

６ 原爆被爆者保健福祉施設費
 （原爆被爆者養護ホーム入所
   措置費）

新型コロナウイルス感染症拡大防止
のため、ショートステイの受入れを
一時的に中止したことにより、利用
日数が見込みを下回ったことによる
もの。

通所介護利用助成分の支給件数が見
込みを下回ったことなどによるも
の。

補助対象事業において、事業費が見
込みを下回ったことによるもの。

７ 原爆被爆者保健福祉施設費
 （原爆被爆者養護ホームサー
   ビス継続等支援事業費）

歳 出 事 項 名

原
爆
被
爆
者
対
策
費

11 原爆被爆者一般援護費
 （原爆被爆者動態調査費）

給与改定に伴い報酬が見込みを上
回ったことなどによるもの。

12 原爆被爆者医療援護費
 （原爆被爆者健康管理費）

健康診断受診件数が見込みを下回っ
たことなどによるもの。

国庫補助金　計

９ 原爆被爆者一般援護費
 （訪問介護及び介護保険等利
   用被爆者助成費）

10 原爆被爆者一般援護費
  (原爆死没者慰霊等事業費)

国

庫

支

出

金

国

庫

補

助

金
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交 付 額 確 定 額 差引返還額

款 項 款 項 Ａ Ｂ Ａ － Ｂ

45,588,800 45,016,177 572,623 援護課

9,881,743,000 9,820,216,740 61,526,260 援護課

36,799,577 34,405,536 2,394,041 援護課

356,999,000 356,363,000 636,000 援護課

209,000 70,909 138,091 援護課

22,620,047 21,568,062 1,051,985 調査課

11,532,549,669 11,291,210,680 241,338,989

13,203,640,471 12,912,269,311 291,371,160

34,876,033 33,442,102 1,433,931

13,168,764,438 12,878,827,209 289,937,229

葬祭料の支給件数が見込みを下回っ
たことによるもの。

14 原爆被爆者医療援護費
 （被爆二世健康管理費）

15 原爆被爆者特別援護費
 （手当（扶助費分））

健康診断受診件数が見込みを下回っ
たことなどによるもの。

16 原爆被爆者特別援護費
 （手当（事務費分））

郵送料が見込みを下回ったことなど
によるもの。

所 管 課
歳入科目 歳出科目

歳 出 事 項 名 返　還　理　由

医療特別手当の支給件数が見込みを
下回ったことなどによるもの。

民

生

費

（うち原爆被爆者対策費　計）

（うち総務管理費　計）

海外送金手数料が見込みを下回った
ことなどによるもの。

国庫支出金　合計

委　託　金　計

19 原爆被爆者一般援護費
 （在外被爆者対策費）

渡日治療・手帳交付がなかったこと
などによるもの。

18 原爆被爆者特別援護費
 （葬祭料（事務費分））

国

庫

支

出

金

委

託

金

原

爆

被

爆

者

対

策

費

17 原爆被爆者特別援護費
 （葬祭料（扶助費分））
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２　社会福祉費返還金ほか（福祉部）

(１)国・県支出金等返還金 171,705,698 円

①総務管理費返還金 131,223 円
交 付 額 確 定 額 差引返還額

款 項 款 項 Ａ Ｂ Ａ － Ｂ

民

生

費

社
会
福
祉
費

１
新型コロナウイルス感染
症対応地方創生臨時交
付金

5,826,000 5,694,777 131,223

ロボット等導入支援事業費補助金及び障害福
祉サービス継続支援事業費補助金に係る消費
税及び地方消費税の仕入控除額の返還が生じ
たため、事業者からの返還金を財源として、国
へ返還したもの。

障害福祉課

5,826,000 5,694,777 131,223

5,826,000 5,694,777 131,223

5,826,000 5,694,777 131,223

②社会福祉費返還金 171,574,475 円

交 付 額 確 定 額 差引返還額

款 項 款 項 Ａ Ｂ Ａ － Ｂ

１
障害者自立支援給付費
負担金

5,473,652,099 5,469,644,027 4,008,072
障害福祉サービスにおいて、給付実績が見込み
を下回ったことなどによるもの。

障害福祉課

２
障害児入所給付費等負
担金及び障害児入所医
療費等負担金

1,736,697,000 1,673,399,806 63,297,194
障害児にかかるサービスにおいて、給付件数が
見込みを下回ったことなどによるもの。

障害福祉課

３ 障害者医療費負担金 567,974,000 524,423,924 43,550,076
更生医療給付費において、給付実績が見込み
を下回ったことなどによるもの。

障害福祉課

４
障害者医療費負担金
（令和4年度再確定）

504,408,748 504,403,348 5,400
療養介護医療費において、令和4年度の給付費
の返還が生じたため、事業者からの返還金を財
源として、国へ返還したもの。

障害福祉課

8,282,731,847 8,171,871,105 110,860,742

歳入科目 歳出科目
歳 出 事 項 名 返　還　理　由 所 管 課

　　　　　　　　（単位：円）

　　　　　　　　（単位：円）

歳入科目 歳出科目
歳 出 事 項 名 返　還　理　由 所 管 課

国

庫

支

出

金

国

庫

負

担

金
国庫負担金　計

民
　
生
　
費

社
会
福
祉
費

国庫負担金　計

国庫支出金　計

国
　
　
庫
　
　
支
　
　
出
　
　
金

国
　
庫
　
負
　
担
　
金

総務管理費返還金　合計
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交 付 額 確 定 額 差引返還額

款 項 款 項 Ａ Ｂ Ａ － Ｂ

歳入科目 歳出科目
歳 出 事 項 名 返　還　理　由 所 管 課

５
多機関型包括的支援体
制構築事業費 27,954,000 27,881,000 73,000

事業実施に係る旅費等の支出額が見込みを
下回ったことによるもの。

地域包括ケアシス
テム推進室

６

障害者総合支援事業費
補助金（令和4年度から
の繰越分）（子ども安全
安心対策事業）

22,543,380 21,411,399 1,131,981
障害児の安心・安全対策支援パッケージ推進事
業費補助金の補助対象施設数が予定を下回っ
たことによるもの。

障害福祉課

７
保育所等における性被
害防止対策に係る設備
等支援事業費補助金

250,000 114,000 136,000
民間保育所等支援内容記録カメラ等設置費補
助金の補助対象施設数が予定を下回ったことに
よるもの。

障害福祉課

８
障害者総合支援事業費
補助金（令和3年度から
の繰越分）

5,185,000 5,136,274 48,726

ロボット等導入支援事業費補助金に係る消費税
及び地方消費税の仕入控除額の返還が生じた
ため、事業者からの返還金を財源として、国へ
返還したもの。

障害福祉課

９
障害者総合支援事業費
補助金（令和4年度） 5,133,000 5,117,961 15,039

障害福祉サービス継続支援事業費補助金に係
る消費税及び地方消費税の仕入控除額の返還
が生じたため、事業者からの返還金を財源とし
て、国へ返還したもの。

障害福祉課

10 老人クラブ助成費 4,907,000 4,895,000 12,000
補助金の戻入が生じたクラブがあったことによる
もの。

高齢者すこやか
支援課

11
長崎市老人クラブ連合
会補助金 4,902,000 4,614,000 288,000

老人クラブ連合会の補助対象活動に係る経
費が見込みを下回ったことによるもの。

高齢者すこやか
支援課

12
生活困窮者就労準備支
援事業費等補助金 680,000 475,000 205,000

長崎市民生委員・児童委員研修事業委託にお
いて、研修に係る資料代等が見込みを下回った
ことなどによるもの。

福祉総務課

13
電力・ガス・食料品等価
格高騰重点支援給付金
給付事業費

1,835,370,000 1,835,340,000 30,000
令和５年度の給付金において、令和６年度に受
給者から返還が生じたことによるもの。

臨時特別給付金室

1,906,924,380 1,904,984,634 1,939,746

10,189,656,227 10,076,855,739 112,800,488

国
　
庫
　
補
　
助
　
金

民
 
生
 
費

社
会
福
祉
費

国庫補助金　計

国
　
　
庫
　
　
支
　
　
出
　
　
金

国庫支出金　計
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交 付 額 確 定 額 差引返還額

款 項 款 項 Ａ Ｂ Ａ － Ｂ

歳入科目 歳出科目
歳 出 事 項 名 返　還　理　由 所 管 課

14
長崎県障害者自立支援
給付費負担金

2,736,826,049 2,734,822,013 2,004,036
障害福祉サービスにおいて、給付実績が見込み
を下回ったことなどによるもの。

障害福祉課

15
長崎県障害児通所給付
費等負担金

868,348,500 836,699,903 31,648,597
障害児にかかるサービスにおいて、給付件数が
見込みを下回ったことなどによるもの。

障害福祉課

16 障害者医療費負担金 283,987,000 262,211,961 21,775,039
更生医療給付費において、給付実績が見込み
を下回ったことなどによるもの。

障害福祉課

17
障害者医療費負担金
（令和4年度再確定）

251,384,875 251,382,175 2,700
療養介護医療費において、令和4年度の給付費
の返還が生じたため、事業者からの返還金を財
源として、県へ返還したもの。

障害福祉課

4,140,546,424 4,085,116,052 55,430,372

18
高齢者福祉施設整備事
業費補助金

67,959,000 65,864,385 2,094,615

小規模多機能型居宅介護事業所及び介護付
ホームの開設準備補助金に係る消費税及び地
方消費税の仕入控除税額の返還が生じたた
め、事業者からの返還金を財源として、県へ返
還したもの。

福祉総務課

19

長崎県地域生活支援事
業費等補助金（地域障
害児支援体制強化事
業）

3,218,000 2,376,000 842,000
地域障害児支援体制機能強化事業（児童発達
支援センター機能強化等）において、対象経費
の支出額が見込みを下回ったことによるもの。

障害福祉課

20
低所得者利用者負担軽
減費

1,956,000 1,549,000 407,000
長崎県介護保険低所得者特別対策事業費補助
金において、給付件数が見込みを下回ったこと
によるもの。

介護保険課

73,133,000 69,789,385 3,343,615

4,213,679,424 4,154,905,437 58,773,987

14,403,335,651 14,231,761,176 171,574,475

県支出金　　計

社会福祉費返還金　合計

県
　
　
支
　
　
出
　
　
金

県
　
負
　
担
　
金

民
　
生
　
費

社
会
福
祉
費

県負担金　計

県
　
補
　
助
　
金

民
　
生
　
費

社
会
福
祉
費

県補助金　計
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３　保健衛生費返還金（市民健康部）

（1）国・県支出金等返還金 ７４４，０４７，３０９円
（単位：円）

交 付 額 確 定 額 差引返還額

款 項 款 項 Ａ Ｂ Ａ － Ｂ

1/2 1
結核管理指導費
等

1,873,137 915,767 957,370
結核接触者検診の検査件数
が見込みを下回ったことな
どによるもの。

感染症対策室

29,924,846 24,110,885 5,813,961
国庫補助対象事業費が減と
なったもの。

感染症対策室

3,614 0 3,614
医療機関のPCR等検査費の請
求誤りによるもの。

感染症対策室

83,152,707 77,190,522 5,962,185
コロナ陽性者の入院費公費
負担金が見込みを下回った
ことによるもの。

感染症対策室

535,519,063 0 535,519,063
医療機関の入院医療費の請
求誤りによるもの。

感染症対策室

10/10 4
新型コロナウイ
ルス予防接種費

486,237,741 426,602,625 59,635,116
ワクチン接種者数が見込み
を下回ったことなどによる
もの。

感染症対策室

1/2 5
感染症対策特別
促進費等

4,665,000 3,651,000 1,014,000

性感染症・肝炎ウイルス検
査の受検者数が見込みを下
回ったことなどによるも
の。

感染症対策室

1/2 6 エイズ対策費 345,000 180,000 165,000
ＨＩＶ検査の受検者数が見
込みを下回ったことなどに
よるもの。

感染症対策室

10/10 7
新型コロナウイ
ルス予防接種費

601,964,000 469,921,000 132,043,000
ワクチン接種者数が見込み
を下回ったことなどによる
もの。

感染症対策室

国
　
庫
　
支
　
出
　
金

国
　
庫
　
補
　
助
　
金

衛
　
　
　
生
　
　
　
費

1/2
新型コロナウイ
ルス感染症対策
費等

3/4
新型コロナウイ
ルス感染症対策
費

2

3

528,819,799 607,891,309

保
健
衛
生
費

国

庫

負

担

金

衛

生

費

保
健
衛
生
費

国庫負担金　計 1,136,711,108

所 管 課
歳入科目 歳出科目 負担率

補助率
歳出事項名 返還理由
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交 付 額 確 定 額 差引返還額

款 項 款 項 Ａ Ｂ Ａ － Ｂ

1/2 8
風しん予防接種
費

6,605,000 5,236,000 1,369,000
風しん抗体検査の受検者数
が見込みを下回ったことな
どによるもの。

感染症対策室

10/10 9
結核対策特別促
進費

118,000 57,000 61,000
直接服薬確認事業に係る消
耗品費が見込みを下回った
ことなどによるもの。

感染症対策室

1/2 10
難病患者地域支
援事業費

187,000 138,000 49,000
情報紙の送付に係る郵送料
が見込みを下回ったことな
どによるもの。

健康づくり課

1/2 11
生活習慣病予防
対策費

458,000 381,000 77,000

慢性腎臓病（CKD）予防啓発
に係る消耗品費が見込みを
下回ったことなどによるも
の。

健康づくり課

中央総合事務所
東総合事務所
南総合事務所
北総合事務所

1/2 12
がん検診等事業
費

1,379,000 1,160,000 219,000
無料クーポン券の作成に係
る委託料が見込みを下回っ
たことなどによるもの。

健康づくり課

13
がん検診等事業
費

14
生活習慣病予防
対策費

1,763,165,108 1,019,117,799 744,047,309合　　　　計

9,574,000 1,159,000

県支出金　計 10,733,000

国庫支出金　計 1,752,432,108

健康診査に係る歯周疾患検
診の受診者数が見込みを下
回ったことなどによるも
の。

健康づくり課

中央総合事務所
東総合事務所
南総合事務所
北総合事務所

県補助金　計 10,733,000 9,574,000 1,159,000

1,009,543,799 742,888,309

県
　
支
　
出
　
金

県
　
補
　
助
　
金

衛
 

生
 

費

保
健
衛
生
費

2/3 10,733,000

国
　
庫
　
支
　
出
　
金

国
　
庫
　
補
　
助
　
金

9,574,000 1,159,000

返還理由 所 管 課

国庫補助金　計 615,721,000 480,724,000 134,997,000

衛
　
　
　
生
　
　
　
費

保
健
衛
生
費

歳入科目 歳出科目 負担率
補助率

歳出事項名
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４　児童福祉費返還金ほか（こども部）

（１）過誤納還付金（①） 円

 　①保育所保護者負担金還付金 円 (単位：円）

（２）国・県支出金等返還金（①～②） 円

　 ①児童福祉費返還金 円

子育てサポート課

国庫負担金　計（１～５　計） 4,287,318,903 4,272,804,033 14,514,870

3,677,205 104,640
処遇改善に係る費用が見込みを下回った
ことによるもの。

５ 広域入所費 7,391,446 7,370,948 20,498
他都市の母子生活支援施設への延べ入所
世帯数が見込みを下回ったことなどによ
るもの。

１ 助産施設入所費 4,298,280 3,189,975 1,108,305
利用者数が見込みを下回ったことなどに
よるもの。

子育てサポート課

3,663,947,332 7,400,000
支給対象者数が見込みを下回ったことに
よるもの。

こども政策課３ 児童扶養手当費 600,500,000 594,618,573 5,881,427
支給対象者数が見込みを下回ったことに
よるもの。

４ 白菊寮運営費

返還理由 所管課

922,810

歳入科目 歳出科目
歳 出 事 項 名

交 付 額 確 定 額 差 引 返 還 額
返 還 理 由 所管課

款 項 款 項 Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

922,810

337,885,856

310,165,558

2,144,000 922,810 令和５年度以前に受け入れた保育所保育料の過納分

（単位：円）

国
庫
支
出
金

国
庫
負
担
金

民
生
費

児
童
福
祉
費

２ 児童手当費 3,671,347,332

3,781,845

幼児課

2,144,000 922,810

予算現額 支出済額
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８ 伴走型相談支援及び出産・子育
　て応援給付金実施事業費(給付金)

185,666,000 167,533,000 18,133,000
給付者数が見込みを下回ったことによる
もの。

７ 児童虐待防止対策費
　（児童虐待総合支援事業）
　 ※障害児通所支援費を含む

11,222,000 10,757,000 465,000
会計年度任用職員の報酬が見込みを下
回ったことなどによるもの。

18 低所得世帯副食費給付費 620,000 229,000 391,000
申請件数が見込みを下回ったことなどに
よるもの。

幼児課

国
庫
支
出
金

国
庫
補
助
金

民
生
費

児
童
福
祉
費

19 民間保育所等新型コロナウイル
   ス感染症対策費（子育て支援セ
   ンター）

567,000 117,000 450,000
新型コロナウイルス感染拡大防止の費用
に係る補助額が見込みを下回ったことに
よるもの。

こども政策課

17 認可外保育施設等利用給付費 84,198,500 65,987,231 18,211,269
給付実績が見込みを下回ったことなどに
よるもの。

利用日数が見込みを上回ったことなどに
よるもの。

16 病児・病後児保育費 28,879,000

こども政策課

12 子育て世帯訪問支援事業費 254,000 223,000 31,000

13 子育て支援センター運営費 30,027,000 29,517,000 510,000
運営費に係る補助額が見込みを下回った
ことなどによるもの。

子育てサポート課

15 子育て短期支援費 774,000 842,000 ▲ 68,000

14 ファミリー・サポート・セン
   ター運営費

3,227,000 3,117,000 110,000
運営委託料が見込みを下回ったことなど
によるもの。

訪問件数が見込みを下回ったことなどに
よるもの。

22,599,000 6,280,000
病児保育施設の利用児童数が見込みを下
回ったことによるもの。

子育てサポート課
９ 伴走型相談支援及び出産・子育
　て応援給付金実施事業費(事務費)

6,148,000 5,526,000

11 養育支援訪問費

170,000 177,000
児童虐待防止対応マニュアルに係る印刷
製本費が見込みを下回ったことなどによ
るもの。

622,000
郵送料が見込みを下回ったことなどによ
るもの。

10 乳児家庭全戸訪問費 2,755,000 2,304,000 451,000
消耗品費が見込みを下回ったことなどに
よるもの。

６ 児童虐待防止対策費
 （子ども・子育て支援交付金事
　 業）

347,000

15,000 8,000 7,000
訪問件数が見込みを下回ったことなどに
よるもの。

返 還 理 由 所管課
款 項 款 項 Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

歳入科目 歳出科目
歳 出 事 項 名

交 付 額 確 定 額 差 引 返 還 額
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幼児課

こども政策課

国
庫
支
出
金

国
庫
補
助
金

民
生
費

児
童
福
祉
費

幼児課

こどもみらい課

28 放課後児童健全育成費（児童ク
　 ラブ支援員等資質向上研修費）

520,000 392,000 128,000
研修に係る委託料が見込みを下回ったこ
とによるもの。

32 子ども食堂開設応援費 90,000 17,000 73,000
子ども食堂の開設に係る相談件数が見込
みを下回ったことによるもの。

事業に係る委託料が見込みを下回ったこ
とによるもの。

利用時間が見込みを下回ったことなどに
よるもの。

30 ひとり親家庭自立支援助成費 43,260,000 30,545,000 12,715,000
支給対象者数が見込みを下回ったことに
よるもの。

31 ひとり親家庭等自立促進センター費 2,107,000 1,619,000 488,000

27,000 39,000
補助対象施設数が見込みを下回ったこと
によるもの。

516,325,000 33,796,000

29 母子父子福祉指導費（母子父子
   自立支援プログラム策定費）

200,000 660,000 ▲ 460,000
プログラム策定件数が見込みを上回った
ことによるもの。

27 放課後児童健全育成費（新型コロナ
　ウイルス感染症分/特例措置分） 4,804,000 614,000 4,190,000

新型コロナウイルス感染拡大防止に係る
備品購入等の補助申請額が補助対象要件
変更に伴い見込みを下回ったことによる
もの。

21,848,000

返 還 理 由 所管課
款 項 款 項 Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

歳入科目 歳出科目
歳 出 事 項 名

交 付 額 確 定 額 差 引 返 還 額

9,865,000 11,983,000

新型コロナウイルス感染拡大防止に係る
備品購入等の補助申請額が補助対象要件
変更に伴い見込みを下回ったことによる
もの。

幼児課

21 民間保育所等事業費補助金
　（延長保育促進事業）

19,718,000

22 民間保育所等事業費補助金
　（一般型一時預かり事業）

20 民間保育所等新型コロナウイル
   ス感染症対策費（民間保育所
   等）

15,835,000 3,883,000
保育標準時間認定分の補助対象施設数が
見込みを下回ったことなどによるもの。

13,000371,000384,00033 ひとり親家庭等日常生活支援費 子育てサポート課

22,096,000

25 保育士等サポート事業費補助金

22,822,000 ▲ 726,000
補助対象経費が見込みを上回ったことな
どによるもの。

23 民間保育所等事業費補助金
　（幼稚園型一時預かり事業）

39,668,000 31,385,000 8,283,000
補助対象施設数が見込みを下回ったこと
などによるもの。

120,885,000 60,782,000 60,103,000
補助対象施設数が見込みを下回ったこと
によるもの。

こども政策課

運営に係る補助申請額が見込みを下回っ
たことによるもの。

24 白菊寮運営費
　（新型コロナウイルス感染症対
　　策分）

41,000 0 41,000
新型コロナウイルスの感染拡大防止に係
る消耗品を購入する必要がなかったこと
によるもの。

26 放課後児童健全育成費 550,121,000

34 認可外保育施設健康診断補助金 66,000
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幼児課

国
庫
支
出
金

国
庫
補
助
金

民
生
費

児
童
福
祉
費

幼児課

こども政策課

6,164,824,733 5,930,461,310 234,363,423

消費税
及び地
方消費
税仕入
控除税
額

44 こどもの安心・安全
　 パッケージ推進事業費
   補助金

45 認可外保育施設健康診断
　 実施費補助金

－ ▲ 3,000

54,000
新型コロナウイルスの感染拡大防止に係
る消耗品購入費が見込みを下回ったこと
によるもの。

248,150,000 26,850,000

306,300,000

0 375,000
新型コロナウイルスの感染拡大防止に係
る消耗品購入費が見込みを下回ったこと
によるもの。

21,000

16,588,046 10,107,284

100,000 84,000
36 民間保育所等支援内容記録
　 カメラ等設置費補助金

37 【補助】児童福祉等施設整備
　 事業費補助金（民間保育所）

3,000
事業者の確定申告により消費税及び地方
消費税仕入控除税額（補助金返還相当
額）が確定したことによるもの。

▲ 3,000 3,000
事業者の確定申告により消費税及び地方
消費税仕入控除税額（補助金返還相当
額）が確定したことによるもの。

43 子育て世帯生活支援特別給付金
   給付事業費（その他世帯分・事
   務費）

4,500,000 3,760,000 740,000
データ抽出委託料が見込みを下回ったこ
となどによるもの。

国庫補助金　計（６～４５　計） 1,877,505,830 1,657,657,277 219,848,553

国庫支出金　計（１～４５　計）

所管課
款

39 市立認定こども園費運営費
 （新型コロナウイルス感染症対策
   分）

38 市立保育所費運営費
 （新型コロナウイルス感染症対策
   分）

375,000

75,000

40 子育て世帯生活支援特別給付金
　 給付事業費（ひとり親世帯分・
   給付金）

306,550,000

項 款 項 Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

歳入科目 歳出科目
歳 出 事 項 名

交 付 額 確 定 額 差 引 返 還 額

補助対象経費が見込みを下回ったことに
よるもの。

250,000
給付対象児童数が見込みを下回ったこと
によるもの。

275,000,000

返 還 理 由

35 こどもの安心・安全パッケージ
　 推進事業費補助金

26,695,330

16,000

79,411,000 78,611,000 800,000

申請件数が見込みを下回ったことなどに
よるもの。

補助対象経費が見込みを下回ったことな
どによるもの。

－

給付対象児童数が見込みを下回ったこと
によるもの。

41 子育て世帯生活支援特別給付金
   給付事業費（ひとり親世帯分・
   事務費）

4,292,000 3,961,000 331,000
データ抽出委託料が見込みを下回ったこ
となどによるもの。

42 子育て世帯生活支援特別給付金
   給付事業費（その他世帯分・給
   付金）
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新型コロナウイルス感染拡大防止の費用
に係る補助額が見込みを下回ったことに
よるもの。

620,000

54 民間保育所等新型コロナウイル
   ス感染症対策費（子育て支援セ
   ンター）

52 低所得世帯副食費給付費

こども政策課

566,000 117,000 449,000

57 民間保育所等事業費補助金
　（一般型一時預かり事業)

幼児課
保育標準時間認定分の補助対象施設数が
見込みを下回ったことなどによるもの。

22,096,000 22,822,000

58 民間保育所等事業費補助金
　（幼稚園型一時預かり事業）

39,668,000 31,385,000 8,283,000
補助対象施設数が見込みを下回ったこと
などによるもの。

59 放課後児童健全育成費 550,121,000 516,325,000 33,796,000
運営に係る補助申請額が見込みを下回っ
たことによるもの。

55 民間保育所等新型コロナウイル
   ス感染症対策費（民間保育所
   等）

8,539,000 3,203,000 5,336,000

新型コロナウイルス感染拡大防止に係る
備品購入等の補助申請額が補助対象要件
変更に伴い見込みを下回ったことによる
もの。

56 民間保育所等事業費補助金
　（延長保育促進事業）

19,718,000 15,835,000 3,883,000

101,000

49 子育て短期支援費 774,000 842,000 ▲ 68,000
利用日数が見込みを上回ったことなどに
よるもの。

46 伴走型相談支援及び出産・子育
　て応援給付金実施事業費(給付金)

項 款 項 Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

51 認可外保育施設等利用給付費 37,838,750 30,255,615 7,583,135
給付実績が見込みを下回ったことなどに
よるもの。

50 病児・病後児保育費

229,000 391,000
申請件数が見込みを下回ったことなどに
よるもの。

28,879,000 22,599,000 6,280,000
病児保育施設の利用児童数が見込みを下
回ったことによるもの。

所管課

郵送料が見込みを下回ったことによるも
の。

48 ファミリー・サポート・セン
   ター運営費

3,227,000 3,117,000 110,000
運営委託料が見込みを下回ったことなど
によるもの。

歳入科目 歳出科目
歳 出 事 項 名

66,249,000 60,566,000 5,683,000
給付者数が見込みを下回ったことによる
もの。

子育てサポート課

47 伴走型相談支援及び出産・子育て
　 応援給付金実施事業費(事務費)

421,000 320,000

交 付 額 確 定 額 差 引 返 還 額
返 還 理 由

款

こどもみらい課

県
支
出
金

県
補
助
金

民
生
費

児
童
福
祉
費 53 子育て支援センター運営費 30,027,000 29,517,000 510,000

運営費に係る補助額が見込みを下回った
ことなどによるもの。

▲ 726,000
補助対象経費が見込みを上回ったことな
どによるもの。

幼児課

-14-



歳入科目 歳出科目

款 項 款 項
歳 出 事 項 名

県支出金 計（４６～６０ 計）

60 放課後児童健全育成費（新型コ
   ロナウイルス感染症分/特例措
   置分）

児童福祉費返還金 合計（１～６０ 計）

県補助金　計（４６～６０　計） 813,547,750 737,745,615 75,802,135

6,978,372,483 6,668,206,925 310,165,558

813,547,750 737,745,615 75,802,135

交 付 額 確 定 額 差 引 返 還 額
返 還 理 由 所管課

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

4,804,000 613,000 4,191,000

新型コロナウイルス感染拡大防止に係る
備品購入等の補助申請額が補助対象要件
変更に伴い見込みを下回ったことによる
もの。県

支
出
金

県
補
助
金

民
生
費

児
童
福
祉
費

こどもみらい課
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　 ②保健衛生費返還金 円

国
庫
支
出
金

国
庫
負
担
金

国
庫
補
助
金

国庫支出金　計（１～１１　計）

８ 産前産後支援事業費
　（子ども・子育て支援交付金）

17,000 0 17,000

衛
生
費

保
健
衛
生
費

１ 未熟児養育医療費 13,557,708 7,606,952 5,950,756

11,238,553

９ 産前産後支援事業費
　（母子保健衛生費国庫補助金）

3,795,000 5,084,000

国庫補助金　計（４～１１　計） 24,761,000 19,820,000 4,941,000

衛
生
費

６ 妊産婦健康診査費
　（初回産科健康診査事業）

10 妊産婦新型コロナウイルス感染
   症対策費

4,207,000 1,836,000 2,371,000
分娩前PCR等検査を令和5年9月末をもって
終了したことなどによるもの。

11 小児慢性特定疾病医療費
  （日常生活用具給付事業及び事務費）

985,000 651,000 334,000
日常生活用具の申請件数が見込みを下
回ったことなどによるもの。

1,875,000 29,000 1,846,000
初回産科健康診査の受診件数が見込みを
下回ったことなどによるもの。

産婦健康診査の受診件数が見込みを下
回ったことなどによるもの。

５ 妊産婦健康診査費
　（多胎妊婦健康診査事業）

350,000

保
健
衛
生
費

10,167,000 988,000

▲ 1,289,000
産後ケア事業の利用件数が見込みを上
回ったことなどによるもの。

７ 子育て世代包括支援センター運
　 営費

2,377,000 2,009,000 368,000
相談窓口周知チラシに係る印刷製本費が
見込みを下回ったことなどによるもの。

産科医療機関等との連携事業において、
予算をかけずに実施できたことによるも
の。

４ 妊産婦健康診査費
　（産婦健康診査事業）

11,155,000

115,888,708 92,222,572 23,666,136

27,720,298
（単位：円）

こども政策課

３ 小児慢性特定疾病医療費 74,802,500 63,563,947

Ａ Ｂ

医療費の給付実績が見込みを下回ったこ
となどによるもの。

国庫負担金　計（１～３　計） 91,127,708 72,402,572 18,725,136

医療費の給付件数が見込みを下回ったこ
となどによるもの。

こども政策課

子育てサポート課

44,000 306,000
多胎妊婦健康診査の受診件数が見込みを
下回ったことなどによるもの。

歳入科目 歳出科目
歳 出 事 項 名

交 付 額 確 定 額 差 引 返 還 額
返 還 理 由 所管課

Ａ－Ｂ款 項 款 項

２ 身体障害児育成医療費 2,767,500 1,231,673 1,535,827
医療費の給付件数が見込みを下回ったこ
となどによるもの。
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県支出金　計（１２～１６　計） 15,333,130 11,278,968 4,054,162

保健衛生費返還金　合計（１～１６　計） 131,221,838 103,501,540 27,720,298

県
支
出
金

12 事故措置費 6,572,526

6,778,854

15 子育て世代包括支援センター運
　 営費

594,000

3,803,476 2,975,378
医療費の給付件数が見込みを下回ったこ
となどによるもの。

県負担金　計（１２～１４　計） 14,735,130 10,776,968

502,000 92,000
相談窓口周知チラシに係る印刷製本費が
見込みを下回ったことなどによるもの。

子育てサポート課

16 産前産後支援事業費
　（子ども・子育て支援交付金）

13 未熟児養育医療費県
負
担
金

県補助金　計（１５～１６　計） 598,000 502,000 96,000

0 4,000
産科医療機関等との連携事業において、
予算をかけずに実施できたことによるも
の。

4,000

3,958,162

6,357,656 214,870
医療手当が見込みを下回ったことなどに
よるもの。

県
補
助
金

返 還 理 由 所管課
款 項 款 項 Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

歳入科目 歳出科目
歳 出 事 項 名

交 付 額 確 定 額 差 引 返 還 額

衛
生
費

保
健
衛
生
費

14 身体障害児育成医療費 1,383,750 615,836 767,914
医療費の給付件数が見込みを下回ったこ
となどによるもの。

衛
生
費

保
健
衛
生
費

こども政策課
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５　社会福祉費返還金ほか（中央総合事務所・東総合事務所）

（１）国庫支出金等返還金（①～③） 円

　 ①社会福祉費返還金 円

３　　生活困窮者自立支援費

78,639,228 58,246,596 20,392,632

14,058,000 13,794,000 264,000
会計年度任用職員の報酬等が見込みを
下回ったことによるもの。

中央総合事務所
生活福祉１課

社会福祉費返還金 合計（１～３　計）

国庫補助金　計 14,058,000 13,794,000 264,000

国
庫
支
出
金

国
庫
負
担
金

国
庫
補
助
金

民
生
費

社
会
福
祉
費

13,202,704 19,456,496
支給月数が見込みを下回ったことによ
るもの。

中央総合事務所
生活福祉１課

国庫負担金　計 64,581,228 44,452,596 20,128,632

民
生
費

社
会
福
祉
費

１　　住居確保給付費　 32,659,200

民
生
費

社
会
福
祉
費

２　　生活困窮者自立支援費　 31,922,028 31,249,892 672,136
委託料が見込みを下回ったことによる
もの。

中央総合事務所
生活福祉１課

所管課
款 項 款 項 Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

226,174,886

20,392,632 （単位：円）

歳入科目 歳出科目
歳 出 事 項 名

交 付 額 確 定 額 差 引 返 還 額
返 還 理 由
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　 ②生活保護費返還金 円

国庫補助金　計 32,497,000 31,787,000 710,000

民
生
費

生
活
保
護
費

国
庫
支
出
金

国
庫
負
担
金

国
庫
補
助
金

生
活
保
護
費 ６　　扶助費

　　（介護扶助費等）
261,899,158 251,635,954 10,263,204

11,379,118 10,067,991 1,311,127

５　　扶助費
　　（医療扶助費等）

７　　生活保護受給者就労支援費

８　　生活保護受給者健康管理
　　　支援費

8,162,573,778 7,994,601,678 167,972,100

2,673,193

委託料が見込みを下回ったことなどに
よるもの。

令和6年1月に提出した所要額見込によ
り負担金の交付額が決定されたが、扶
助費の伸びがその見込みを下回ったこ
とによるもの。

１１　中国残留邦人等地域生活
　　　支援費

787,000 598,000 189,000
国の補助金内示に合わせ、事業内
容を一部見直したことによるも
の。

１２　生活保護費事務費 13,388,000 13,429,000

９　　生活保護受給者就労支援費 13,788,000 13,161,000 627,000

▲ 41,000

１０　生活保護受給者年金調査費 4,534,000 4,599,000 ▲ 65,000
会計年度任用職員の報酬等が見込
みを上回ったことなどによるも
の。

委託料が見込みを上回ったことなどに
よるもの。

48,726,504 46,053,311

中央総合事務所
生活福祉１課

中央総合事務所
生活福祉１課

中央総合事務所
生活福祉１課

中央総合事務所
生活福祉１課

中央総合事務所
生活福祉１課

国庫負担金　計 14,834,513,311 14,629,782,935 204,730,376

令和6年1月に提出した所要額見込によ
り負担金の交付額が決定されたが、扶
助費の伸びがその見込みを下回ったこ
とによるもの。

中央総合事務所
生活福祉１課

令和6年1月に提出した所要額見込によ
り負担金の交付額が決定されたが、扶
助費の伸びがその見込みを下回ったこ
とによるもの。

委託料が見込みを下回ったことなどに
よるもの。

中央総合事務所
生活福祉１課

中央総合事務所
生活福祉１課

委託料が見込みを下回ったことなどに
よるもの。

中央総合事務所
生活福祉１課

４　　扶助費
　　（生活扶助費等）

6,349,934,753 6,327,424,001 22,510,752

民
生
費

款 項 款 項 Ａ Ｂ

205,503,254 （単位：円）

歳入科目 歳出科目
歳 出 事 項 名

交 付 額 確 定 額 差 引 返 還 額
返 還 理 由 所管課

Ａ－Ｂ
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　 ③保健衛生費返還金 円

14,664,588,294 205,503,254

返 還 理 由 所管課
款 項 款 項 Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

歳入科目 歳出科目
歳 出 事 項 名

交 付 額 確 定 額 差 引 返 還 額

国
庫
支
出
金

委
託
金

民
生
費

生
活
保
護
費

１３　中国残留邦人等支援給付費 3,081,237

生活保護費返還金　合計（４～１３　計） 14,870,091,548

279,000

881,000 859,000 22,000

1,044,000 988,000 56,000

国
庫
支
出
金

国
庫
補
助
金

衛
生
費

保
健
衛
生
費

１４
子育て世代包括支援センター運
営費

会計年度任用職員の報酬等が見込
みを下回ったことによるもの。

3,523,000 3,439,000 84,000

（単位：円）

返 還 理 由 所管課
款 項 款 項 Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

歳入科目 歳出科目
歳 出 事 項 名

交 付 額 確 定 額 差 引 返 還 額

会計年度任用職員の報酬等が見込みを
下回ったことによるもの。

中央総合事務所
生活福祉１課

委託金　計 3,081,237 3,018,359 62,878

3,018,359 62,878

中央総合事務所
地域福祉課

653,000 514,000 139,000
東総合事務所
地域福祉課

国庫補助金　計 3,953,000 223,000

国庫支出金 計 4,176,000 3,953,000 223,000

4,176,000

保健衛生費返還金　合計（１４～１５　計） 5,220,000 4,941,000 279,000

県
支
出
金

県
補
助
金

衛
生
費

保
健
衛
生
費

１５
子育て世代包括支援センター運
営費

会計年度任用職員の報酬等が見込
みを下回ったことによるもの。

中央総合事務所
地域福祉課

東総合事務所
地域福祉課

県補助金　計

県支出金 計 1,044,000 988,000 56,000

163,000 129,000 34,000
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